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マンション標準管理規約（団地型）コメント 

 
 
全般関係 
① マンションが重要な居住形態となっている中で、マンションの快適な居住環
境を確保するため、区分所有者は、具体的な住まい方のルールを定めておくこ
とが重要であるとともに、社会的には、マンションを社会的資産として、その
資産価値を保全することが要請されている。 
 このような状況の中で、管理組合はマンションを適正に管理するよう努め、
国は情報提供等の措置を講ずるよう努めなければならない旨の適正化法の規定
を踏まえ、国は、管理組合が、各マンションの実態に応じて、管理規約を制定、
変更する際の参考として、このマンション標準管理規約及びマンション標準管
理規約コメントを作成し、その周知を図るものである。 
② この団地型標準管理規約が対象としているのは、一般分譲の住居専用のマン
ションが数棟所在する団地型マンションで、団地内の土地及び集会所等の附属
施設がその数棟の区分所有者（団地建物所有者）全員の共有となっているもの
である。各棟及び各住戸についてはその床面積、規模等が、均質のものもバリ
エーションのあるものも含めている。 
 なお、この規約の対象となる団地の単位は、敷地が共有関係にある棟の範囲
である。団地型マンションで土地の共有関係が数棟ごとに分かれている場合に
は、それごとに一つの管理組合を構成し、規約を作成することとなる。 
③ 団地の形態の典型的なものとして、「団地内の土地全体が全団地建物所有者
の共有となっている形態」と「土地の共有関係は各棟ごとに分かれ、集会所等
の附属施設が全団地建物所有者の共有となっている形態」とがあるが、本規約
の対象としては、団地型として最も一般的な前者の形態であり、特に、 
ア）団地内にある数棟の建物の全部が区分所有建物であること 
イ）ア）の建物の敷地（建物の所在する土地と規約により敷地と定められた土
地の両方を含む。）がその団地内にある建物の団地建物所有者の共有に属し
ていること（建物の敷地利用権が所有権以外の権利である場合は、その権利
が準共有に属していること） 
ウ）団地管理組合において、団地内にある区分所有建物全部の管理又は使用に
関する規約が定められていること 
の三つの要件を満たしている団地とした。 
 後者の形態の場合には、基本的に各棟は単棟型の標準管理規約を使用し、附
属施設についてのみ全棟の区分所有者で規約を設定することとなる。 
④ いわゆる等価交換により特定の者が多数の住戸を区分所有する場合、一部共
用部分が存する場合、管理組合を法人とする場合、団地型マンションでも店舗
併用等の複合用途型がある場合、事務所又は店舗専用の区分所有建物が団地内
に併存する場合等は別途考慮するものとする。 
⑤ この規約では、団地建物所有者の共有物である団地内の土地、附属施設及び
団地共用部分のほか、それぞれの棟についても団地全体で一元的に管理するも
のとし、管理組合は団地全体のものを規定し、棟別のものは特に規定していな
い。ただし、区分所有法で棟ごとに適用されることとなっている事項（義務違
反者に対する措置、復旧及び建替え）については、棟ごとの棟総会で決議する
ものである。 
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 なお、棟の管理は各棟の管理組合で行うことと規約で位置づけた場合であっ
ても、団地全体としての管理水準の統一、効率的な管理の確保等の観点から、
全棟で管理のための連絡協議会のような組織を設置し、緩やかな形での統合的
な管理を行っていくことが考えられる。 
⑥ 駐車場の扱い等、この標準管理規約に示している事項の取扱いに関しては、
マンションの所在地の状況等の個別の事情を考慮して、合理的な範囲内におい
て、その内容に多少の変化をもたせることも差し支えない。 
 なお、別に定められる公正証書による規約と一覧性をもたせることが望まし
い。 

 
第５条関係 
 包括承継は相続、特定承継は売買及び交換等の場合をいう。賃借人は、占有
者に当たる。 

 
第６条関係 
 管理組合は、団地内の対象物件の管理又は使用をより円滑に実施し、もって
団地建物所有者の共同の利益の増進と良好な住環境の確保を図るため構成する
ものであり、団地建物所有者全員が加入するものである。区分所有法によれば、
団地建物所有者の数が２名以上の管理組合は法人となることができるが、この
規約では管理組合を法人とはしていない。したがって、ここにいう管理組合は
権利能力なき社団である。 

 
第７条関係 
① 専有部分として倉庫又は車庫を設けるときは、「倉庫番号を付した倉庫」又
は「車庫番号を付した車庫」を加える。また、すべての住戸に倉庫又は車庫が
附属しているのではない場合は、管理組合と特定の者との使用契約により使用
させることとする。 
② 利用制限を付すべき部分及び複数の住戸によって利用される部分を棟の共用
部分とし、その他の部分を専有部分とした。この区分は必ずしも費用の負担関
係と連動するものではない。 
 利用制限の具体的内容は、建物の部位によって異なるが、外観を構成する部分
については加工等外観を変更する行為を禁止し、主要構造部については構造的
変更を禁止する趣旨である。 
③ 第１項は、区分所有権の対象となる専有部分を住戸部分に限定したが、この
境界について疑義を生じることが多いので第２項で限界を明らかにしたもので
ある。 
④ 雨戸又は網戸がある場合は、第２項第三号に追加する。 
（第３項関係） 
⑤ 「専有部分の専用に供される」か否かは、設備機能に着目して決定する。 
 
第10条関係 
① 土地、団地共用部分及び附属施設の共有持分の割合については、各棟の延べ
面積の全棟の延べ面積に占める割合を出した上で、各棟の中での各住戸の専有
部分の床面積の割合によることとし、棟の共用部分の共有持分の割合について
は、各棟の区分所有者の専有部分の床面積の割合によることとする。ただし、
土地については、公正証書によりその割合が定まっている場合、それに合わせ
る必要がある。 
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 登記簿に記載されている面積は、内のり計算によるが、共有持分の割合の基
準となる面積は、壁心計算(界壁の中心線で囲まれた部分の面積を算出する方
法をいう。)によるものとする。 

② 土地及び附属施設の共有持分は、規約で定まるものではなく、分譲契約等に
よって定まるものであるが、本条に確認的に規定したものである。なお、共用
部分の共有持分は規約で定まるものである。 

 
第11条関係 
① 専有部分を他の団地建物所有者又は第三者に貸与することは、本条の禁止に
当たらない。 

② 倉庫又は車庫も専有部分となっているときは、倉庫（車庫）のみを当該棟の
他の区分所有者に譲渡する場合を除き、住戸と倉庫（車庫）とを分離し、又は
専有部分と敷地及び共用部分等の共有持分とを分離して譲渡、抵当権の設定等
の処分をしてはならない旨を規定する。 

 
第12条関係 
 住宅としての使用は、専ら居住者の生活の本拠があるか否かによって判断す
る。したがって利用方法は、生活の本拠であるために必要な平穏さを有するこ
とを要する。 

 
第13条関係 
 「通常の用法」の具体的内容は、使用細則で定めることとする。 
 例えば、「自転車は、一階の○○に置きます。それ以外の場所に置いてはい
けません｡」 

 
第14条関係 
① バルコニー等については、専有部分と一体として取り扱うのが妥当であるた
め、専用使用権について定めたものである。 
② 専用使用権は、その対象が敷地又は共用部分等の一部であることから、それ
ぞれの通常の用法に従って使用すべきこと、管理のために必要がある範囲内に
おいて、他の者の立ち入りを受けることがある等の制限を伴うものである。ま
た、工作物設置の禁止、外観変更の禁止等は使用細則で物件ごとに言及するも
のとする。 
③ バルコニー及び屋上テラスがすべての住戸に附属しているのではない場合に
は、別途専用使用料の徴収について規定することもできる。 

 
第15条関係 
① 本条は、マンションの住戸の数に比べて駐車場の収容台数が不足しており、
駐車場の利用希望者（空き待ち）が多いという一般的状況を前提としている。 
② ここで駐車場と同様に扱うべきものとしては、倉庫等がある。 
③ 本条の規定のほか、使用者の選定方法をはじめとした具体的な手続き、使用
者の遵守すべき事項等駐車場の使用に関する事項の詳細については、「駐車場
使用細則」を別途定めるものとする。また、駐車場使用契約の内容（契約書の
様式）についても駐車場使用細則に位置づけ、あらかじめ団地総会で合意を得
ておくことが望ましい。 
④ 駐車場使用契約は、次のひな型を参考とする。 
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駐車場使用契約書 
 
  ○○団地管理組合（以下「甲」という。）は、○○団地の団地建物所有者 
 である○○（以下「乙」という。）と、○○団地の駐車場のうち別添の図に 
 示す○○の部分につき駐車場使用契約を締結する。当該部分の使用に当たっ 
 ては、乙は下記の事項を遵守するものとし、これに違反した場合には、甲は 
 この契約を解除することができる。 

記 
 １ 契約期間は、平成 年 月 日から平成 年 月 日までとする。ただ 
  し、乙がその所有する専有部分を他の団地建物所有者又は第三者に譲渡又 
  は貸与したときは、本契約は効力を失う。 
 ２ 月額○○円の駐車場使用料を前月の○日までに甲に納入しなければなら 
  ない。 
 ３ 別に定める駐車場使用細則を遵守しなければならない。 
 ４ 当該駐車場に常時駐車する車両の所有者、車両番号及び車種をあらかじ 
  め甲に届け出るものとする。 
⑤ 車両の保管責任については、管理組合が負わない旨を駐車場使用契約又は駐
車場使用細則に規定することが望ましい。 

⑥ 駐車場使用細則、駐車場使用契約等に、管理費、修繕積立金の滞納等の規約
違反の場合は、契約を解除できるか又は次回の選定時の参加資格をはく奪する
ことができる旨の規定を定めることもできる。 

⑦ 駐車場使用者の選定は、最初に使用者を選定する場合には抽選、２回目以降
の場合には抽選又は申込順にする等、公平な方法により行うものとする。 
 また、マンションの状況等によっては、契約期間終了時に入れ替えるという
方法又は契約の更新を認めるという方法等について定めることも可能である。 
⑧ 駐車場が全戸分ない場合等には、駐車場使用料を近傍の同種の駐車場料金と
均衡を失しないよう設定すること等により、団地建物所有者間の公平を確保す
ることが必要である。 

 
第16条関係 
① 有償か無償かの区別、有償の場合の使用料の額等について使用条件で明らか
にすることとする。 

② 第２項の対象となるのは、広告塔、看板等である。 
 
第17条関係 
① 区分所有者は、区分所有法第６条第１項の規定により、専有部分の増築又は
建物の主要構造部に影響を及ぼす行為を実施することはできない。 

② 「専有部分の修繕、模様替え又は建物に定着する物件の取付け若しくは取替
え」の工事の具体例としては、床のフローリング、ユニットバスの設置、主要
構造部に直接取り付けるエアコンの設置、配管（配線）の枝管（枝線）の取付
け・取替え、間取りの変更等がある。 

③ 本条は、配管（配線）の枝管（枝線）の取付け、取替え工事に当たって、棟
の共用部分内に係る工事についても、理事長の承認を得れば、団地建物所有者
が行うことができることも想定している。 

④ 専有部分の修繕等の実施は、棟の共用部分に関係してくる場合もあることか
ら、ここでは、そのような場合も想定し、区分所有法第１８条の共用部分の管
理に関する事項として、同条第２項の規定により、規約で別の方法を定めたも
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のである。 
 なお、区分所有法第１７条の共用部分の変更に該当し、集会の決議を経るこ
とが必要となる場合もあることに留意する必要がある。 
⑤ 承認を行うに当たっては、専門的な判断が必要となる場合も考えられること
から、専門的知識を有する者（建築士、建築設備の専門家等）の意見を聴く等
により専門家の協力を得ることを考慮する。 
 特に、フローリング工事の場合には、構造、工事の仕様、材料等により影響
が異なるので、専門家への確認が必要である。 
⑥ 承認の判断に際して、調査等により特別な費用がかかる場合には、申請者に
負担させることが適当である。 

⑦ 工事の躯体に与える影響、防火、防音等の影響、耐力計算上の問題、他の住
戸への影響等を考慮して、承認するかどうか判断する。 

⑧ 専有部分に関する工事であっても、他の居住者等に影響を与えることが考え
られるため、工事内容等を掲示する等の方法により、他の団地建物所有者等へ
周知を図ることが適当である。 

⑨ 本条の承認を受けないで、専有部分の修繕等の工事を行った場合には、第７
７条の規定により、理事長は、その是正等のため必要な勧告又は指示若しくは
警告を行うか、その差止め、排除又は原状回復のための必要な措置等をとるこ
とができる。 

⑩ 本条の規定のほか、具体的な手続き、団地建物所有者の遵守すべき事項等詳
細については、使用細則に別途定めるものとする。 

⑪ 申請書及び承認書の様式は、次のとおりとする。 
 

専有部分修繕等工事申請書 
平成 年 月 日

  ○○団地管理組合 
  理事長 ○○○○ 殿 
                                                     氏 名 ○○○○ 
 
  下記により、専有部分の修繕等の工事を実施することとしたいので、○○ 
 団地管理規約第１７条の規定に基づき申請します。 
                                    記 
 １ 対象住戸        ○○号棟○○号室 
 ２ 工事内容 
 ３ 工事期間        平成 年 月 日から 
                            平成 年 月 日まで 
 ４ 施工業者 
 ５ 添付書類        設計図、仕様書及び工程表 

 
 

専有部分修繕等工事承認書 
平成 年 月 日

  ○○○○ 殿 
 
  平成 年 月 日に申請のありました○○号棟○○号室における専有部分 
 の修繕等の工事については、実施することを承認します。 
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（条件） 
                                                  ○○団地管理組合 
                                                  理事長 ○○○○ 
 

 
第18条関係 
① 使用細則で定めることが考えられる事項としては、動物の飼育やピアノ等の
演奏に関する事項等専有部分の使用方法に関する規制や、駐車場、倉庫等の使
用方法や使用料等敷地、共用部分の使用方法や対価等に関する事項等があげら
れ、このうち専有部分の使用に関するものは、その基本的な事項は規約で定め
るべきものである。 
 なお、使用細則を定める方法としては、これらの事項を一つの使用細則として
定める方法と事項ごとに個別の細則として定める方法とがある。 
② 犬、猫等のペットの飼育に関しては、それを認める、認めない等の規定は規
約で定めるべき事項である。基本的な事項を規約で定め、手続き等の細部の規
定を使用細則等に委ねることは可能である。 
 なお、飼育を認める場合には、動物等の種類及び数等の限定、管理組合への
届出又は登録等による飼育動物の把握、専有部分における飼育方法並びに共用
部分の利用方法及びふん尿の処理等の飼育者の守るべき事項、飼育に起因する
被害等に対する責任、違反者に対する措置等の規定を定める必要がある。 
③ ペット飼育を禁止する場合、容認する場合の規約の例は、次のとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第19条関係 
① 規約の効力は対象物件の使用方法につき占有者にも及ぶが、本条は、それ以
外に、団地建物所有者がその専有部分を第三者に貸与する場合に、団地建物所
有者がその第三者に、この規約及び使用細則に定める事項を遵守させる義務を
定めたものである。 

② 第三者が遵守すべき事項は、この規約及び使用細則に定める事項のうち、対
象物件の使用に関する事項とする。 

③ 貸与に係る契約書に記載する条項及び管理組合に提出する誓約書の様式は次

 
  ペットの飼育を禁止する場合  
  （ペット飼育の禁止） 
 第○条 団地建物所有者及び占有者は、専有部分、共用部分の如何を問わず 
  、犬・猫等の動物を飼育してはならない。ただし、専ら専有部分内で、か 
  つ、かご・水槽等内のみで飼育する小鳥・観賞用魚類（金魚・熱帯魚等） 
  等を、使用細則に定める飼育方法により飼育する場合、及び身体障害者補 
  助犬法に規定する身体障害者補助犬（盲導犬、介助犬及び聴導犬）を使用 
  する場合は、この限りではない。 
 
  ペットの飼育を容認する場合  
  （ペットの飼育） 
 第○条 ペット飼育を希望する団地建物所有者及び占有者は、使用細則及び 
  ペット飼育に関する細則を遵守しなければならない。ただし、他の団地建 
  物所有者又は占有者からの苦情の申し出があり、改善勧告に従わない場合 
  には、理事会は、飼育禁止を含む措置をとることができる。 
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のとおりとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
④ 団地建物所有者は、その専有部分を第三者に貸与している間（当該専有部分
から転出する場合のみならず、転出後さらに転居する場合も含む。）は、現に
居住する住所、電話番号等の連絡先を管理組合に届け出なければならない旨を
規約に定めることも、団地建物所有者に連絡がつかない場合を未然に回避する
観点から有効である。また、長期間不在にする場合も、届出の規定を設けるこ
とが有効である。 
 なお、上述の定めをした場合であっても、届出をしない区分所有者に対する
総会招集手続きについては、第４５条第２項及び第３項によることとなる。 

 
第21条関係 
① 駐車場の管理は、管理組合がその責任と負担で行う。 
② バルコニー等の管理のうち、管理組合がその責任と負担において行わなけれ
ばならないのは、計画修繕等である。 

③ 本条ただし書の「通常の使用に伴う」管理とは、バルコニーの清掃や窓ガラ
スが割れた時の入れ替え等である。 

④ 第２項の対象となる設備としては、配管、配線等がある。 
⑤ 配管の清掃等に要する費用については、第２７条第三号の「共用設備の保守
維持費」として管理費を充当することが可能であるが、配管の取替え等に要す
る費用のうち専有部分に係るものについては、各団地建物所有者が実費に応じ
て負担すべきものである。 

 
第22条関係 
① 窓枠、窓ガラス及び玄関扉（玄関扉にあっては、錠及び内部塗装部分を除く。
以下「開口部」という。）については、第７条第二号及び第三号において専有

 
賃貸借契約書 

 
 ○○条 賃借人は、対象物件の使用、収益に際して、○○団地管理規約及び 
  同使用細則に定める事項を誠実に遵守しなければならない。 
 ２ 賃借人が、前項に規定する義務に違反したときは、賃貸人は、本契約を 
  解除することができる。 
 

 
誓 約 書 

 
  私は、○○○○（賃貸人）との○○団地○○号棟○○号室（以下「対象物 
 件」という。）の賃貸借契約の締結に際し、下記事項を誓約します。 

記 
  対象物件の使用に際しては○○団地管理規約及び同使用細則に定める事項 
 を誠実に遵守すること。 
     平成 年 月 日 
     ○○団地管理組合 
      理 事 長  ○○○○ 殿 
                                           住所 
                                           氏名             印 
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部分に含まれないこととされていること、専有部分に属さない「建物の部分」
については、第８条に基づく別表第２において共用部分とされていることから、
開口部は共用部分として扱うこととなる。 
② また、区分所有法は、その形状又は効用の著しい変更を伴わない共用部分の
変更について、集会の普通決議により決することを定めている。 
③ 第１項は、防犯、防音又は断熱等の住宅の性能の向上のため行われる開口部
の改良工事については、原則として、他の共用部分と同様に計画修繕の対象と
すべき旨を規定したものである。 
④ 第２項は、開口部の改良工事については、治安上の問題を踏まえた防犯性能
の向上や、結露から発生したカビやダニによるいわゆるシックハウス問題を改
善するための断熱性の向上等、一棟全戸ではなく一部の住戸において緊急かつ
重大な必要性が生じる場合もあり得ることにかんがみ、計画修繕によりただち
に開口部の改良を行うことが困難な場合には、各団地建物所有者の責任と負担
において工事を行うことができるよう、細則をあらかじめ定めるべきことを規
定したものである。 
⑤ また、第２項は、マンションでは通常個々の専有部分に係る開口部（共用部
分）が形状や材質において大きく異なるような状況は考えられないことから、
当該開口部の改良工事についてもその方法や材質・形状等をあらかじめ定型的
に細則で定めることにより、その範囲内で行われるものについては施工の都度
総会の決議を求めるまでもなく、各区分所有者の責任と負担において実施する
ことを可能とする趣旨である。 
⑥ 「共用部分のうち各住戸に附属する窓枠、窓ガラス、玄関扉その他の開口部
に係る改良工事であって、防犯、防音又は断熱等の住宅の性能の向上等に資す
るもの」の工事の具体例としては、防犯・防音・断熱性等により優れた複層ガ
ラスやサッシ等への交換、既設のサッシへの内窓又は外窓の増設等が考えられ
る。 
⑦ 各団地建物所有者の責任と負担において行うことができるものとしてあらか
じめ定型的な工事内容を定めるに当たっては、専門的知識を有する者の意見を
聴くことを考慮する。 
⑧ 本条の規定のほか、具体的な工事内容、団地建物所有者の遵守すべき事項等
詳細については、細則に別途定めるものとする。 
⑨ 申請書及び承認書の様式は、専有部分の修繕に関する様式に準じて定めるも
のとする。 

 
第25条関係 
① 管理費等の負担割合を定めるに当たっては、使用頻度等は勘案しない。 
② 管理費については、棟の管理に相当する額とそれ以外の管理に相当する額と
に、実費等を考慮してあらかじめ按分した上で、それぞれの共有持分に応じて
算出するものである。 
 各棟の構造、設備、グレード等があまり異ならないときは、団地建物所有者
の土地の共有持分の割合によることもできる。 
③ 管理費のうち、管理組合の運営に要する費用については、組合費として管理
費とは分離して徴収することもできる。 

④ 団地を構成する棟の数の多少、個々の棟の建物規模の大小、個々の棟の構造
の差異、さらには分譲時期の時間差等が、建物の維持管理上の条件に影響を及
ぼしている。長期修繕計画や団地修繕積立金又は各棟修繕積立金の設定にも、
これらの差異を十分に考慮する必要がある。 
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第27条関係 
① 管理組合の運営に要する費用には役員活動費も含まれ、これについては一般
の人件費等を勘案して定めるものとするが、役員は団地建物所有者全員の利益
のために活動することにかんがみ、適正な水準に設定することとする。 

② コミュニティ形成は、日常的なトラブルの未然防止や大規模修繕工事等の円
滑な実施などに資するものであり、マンションの適正管理を主体的に実施する
管理組合にとって、必要な業務である。 
 管理費からの支出が認められるのは、管理組合が居住者間のコミュニティ形
成のために実施する催事の開催費用等居住者間のコミュニティ形成や、管理組
合役員が地域の町内会に出席する際に支出する経費等の地域コミュニティにも
配慮した管理組合活動である。 
 他方、各居住者が各自の判断で自治会、町内会等に加入する場合に支払うこ
ととなる自治会費、町内会費等は地域コミュニティの維持・育成のため居住者
が任意に負担するものであり、マンションという共有財産を維持・管理してい
くための費用である管理費等とは別のものである。 

 
第28条、第29条関係 
① 対象物件の経済的価値を適正に維持するためには、一定期間ごとに行う計画
的な維持修繕工事が重要であるので、団地修繕積立金及び各棟修繕積立金を必
ず積み立てることとしたものである。 

② 分譲会社が分譲時において将来の計画修繕に要する経費に充当していくため、
一括して購入者より修繕積立基金として徴収している場合や、修繕時に、既存
の団地修繕積立金又は各棟修繕積立金の額が修繕費用に不足すること等から、
一時負担金が団地建物所有者又は区分所有者から徴収される場合があるが、こ
れらについても団地修繕積立金又は各棟修繕積立金として積み立てられ、区分
経理されるべきものである。 

③ 本規約の対象とする団地（コメント全般関係③参照）の建替えは、団地全体
の一括建替え決議による場合、棟ごとの合意及び団地の建替え承認決議による
場合の２つの方法がある。一括建替え決議を選択できるのは、区分所有法第７
０条第１項の要件を満たす団地型マンションのみであり、管理組合においては、
各マンションの実態に応じて、規約を定めることが重要である。 
④ 円滑化法に基づく建替組合によるマンション建替事業における建替えまでの
プロセスの概要は、円滑化法の制定を踏まえ作成された「マンションの建替え
に向けた合意形成に関するマニュアル」（平成15年１月国土交通省公表）によ
れば、次のとおりである。 
Ａ．建替え決議までのプロセス 
(ア)準備段階：一部の区分所有者から建替えの発意がなされ、それに賛同す
る有志により、建替えを提起するための基礎的な検討が行われる段階であ
り、「管理組合として建替えの検討を行うことの合意を得ること」を目標
とする。 
(イ)検討段階：管理組合として、修繕・改修との比較等による建替えの必要
性、建替えの構想について検討する段階であり、「管理組合として、建替
えを必要として計画することの合意を得ること」を目標とする。 
(ウ)計画段階：管理組合として、各区分所有者の合意形成を図りながら、建
替えの計画を本格的に検討する段階であり、「建替え計画を策定するとと
もに、それを前提とした建替え決議を得ること」を目標とする。 
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Ｂ．建替え決議後のプロセス 
(ア)建替組合の設立段階：定款及び事業計画を定め、都道府県知事等の認可
を受けて建替組合を設立する段階。 
(イ)権利変換段階：権利変換計画を策定し、同計画に関し都道府県知事等の
認可を受け、権利変換を行う段階。 
(ウ)工事実施段階：建替え工事を施工し、工事完了時にマンション建替事業
に係る清算を行う段階。 
(エ)再入居と新管理組合の設立段階：新マンションに入居し、新マンション
の管理組合が発足する段階。 

⑤ ④のプロセスのうち、④のＡ(イ)及び(ウ)の段階においては、管理組合が建
替えの検討のため、調査を実施する。調査の主な内容は、再建マンションの設
計概要、マンションの取壊し及び再建マンションの建築に要する費用の概算額
やその費用分担、再建マンションの区分所有権の帰属に関する事項等である。 
⑥ ④のプロセスのうち、④のＢ(ア)の段階においても、団地修繕積立金又は各
棟修繕積立金を取り崩すことのできる場合があることを定めたのが第２項であ
る。 
⑦  ④のプロセスによらず、円滑化法第４５条のマンション建替事業の認可に基
づく建替え、又は団地建物所有者の全員合意に基づく任意の建替えを推進する
場合であっても、必要に応じて、第１項及び第２項、又は第２項と同様の方法
により、団地修繕積立金又は各棟修繕積立金を取り崩すことは可能である。た
だし、任意の組織に関し、その設立時期について管理組合内で共通認識を得て
おくことが必要である。 
⑧ 建替えに係る調査に必要な経費の支出は、各マンションの実態に応じて、管
理費から支出する旨管理規約に規定することもできる。 

 
第31条関係 
① 機械式駐車場を有する場合は、その維持及び修繕に多額の費用を要すること
から、管理費、団地修繕積立金及び各棟修繕積立金とは区分して経理すること
もできる。 

② この団地型標準管理規約では、棟の共用部分の修繕費用の方が団地共用部分
等の修繕費用より相対的に多額になることが想定されることを考慮して、使用
料はそれらの管理に要する費用に充てるほか、各棟修繕積立金として積み立て
ることとしているが、団地共用部分等の修繕に多額の費用が見込まれる場合に
は、団地修繕積立金として積み立てることが適当である。 

 
第33条関係 
 届出書の様式は、次のとおりとする。 

 
届  出  書 

                                                   平成 年 月 日 
  ○○団地管理組合 
   理事長 ○○○○ 殿 
 
  ○○団地における区分所有権の取得及び喪失について、下記のとおり届 
 け出ます。 

記 
 １ 対象住戸             ○○号棟 ○○号室 
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２ 区分所有権を取得した者      氏名 
 ３ 区分所有権を喪失した者      氏名 
                                       住所(移転先) 
 ４ 区分所有権の変動の年月日     平成 年 月 日 
 ５ 区分所有権の変動の原因 

 
第34条関係 
① 建物を長期にわたって良好に維持・管理していくためには、一定の年数の経
過ごとに計画的に修繕を行っていくことが必要であり、その対象となる建物の
部分、修繕時期、必要となる費用等について、あらかじめ長期修繕計画として
定め、団地建物所有者の間で合意しておくことは、円滑な修繕の実施のために
重要である。 

② 長期修繕計画の内容としては次のようなものが最低限必要である。 
１ 計画期間が２５年程度以上であること。なお、新築時においては、計画期
間を３０年程度にすると、修繕のために必要な工事をほぼ網羅できることと
なる。 
２ 計画修繕の対象となる工事として外壁補修、屋上防水、給排水管取替え、
窓及び玄関扉等の開口部の改良等が掲げられ、各部位ごとに修繕周期、工事
金額等が定められているものであること。 
３ 全体の工事金額及び団地建物所有者の共有する部分と各棟の区分所有者の
共有する部分とに区分して工事金額が定められたものであること。 

 また、長期修繕計画の内容については定期的な（おおむね５年程度ごとに）
見直しをすることが必要である。 
③ 長期修繕計画の作成又は変更及び修繕工事の実施の前提として、劣化診断
（建物診断）を管理組合として併せて行う必要がある。 

④ 長期修繕計画の作成又は変更に要する経費及び長期修繕計画の作成等のため
の劣化診断（建物診断）に要する経費の充当については、管理組合の財産状態
等に応じて管理費又は修繕積立金のどちらからでもできる。 
 ただし、修繕積立金から充当する場合には、団地分と各棟分及び各棟間の修
繕積立金について適正に按分し､公平に行う必要がある。 
 また、修繕工事の前提としての劣化診断（建物診断）に要する経費の充当につ
いては、修繕工事の一環としての経費であることから、原則としてその修繕工
事の対象とする部分に対応する修繕積立金から取り崩すこととなる。 
⑤ 管理組合が管理すべき設計図書は、適正化法第１０３条に基づいて宅地建物
取引業者から交付される竣工時の付近見取図、配置図、仕様書（仕上げ表を含
む。）、各階平面図、２面以上の立面図、断面図又は矩計図、基礎伏図、小屋
伏図、構造詳細図及び構造計算書である。ただし、同条は、適正化法の施行
（平成１３年８月１日）前に建設工事が完了した建物の分譲については適用さ
れてないこととなっており、これに該当するマンションには上述の図書が交付
されていない場合もある。 
 他方、建物の修繕に有用な書類としては、上述以外の設計関係書類（数量調
書、竣工地積測量図等）、特定行政庁関係書類（建築確認通知書、日影協定書
等）、消防関係書類、機械関係設備施設の関係書類、売買契約書関係書類等が
ある。 
 このような各マンションの実態に応じて、具体的な図書を規約に記載するこ
とが望ましい。 
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⑥ 修繕等の履歴情報とは、大規模修繕工事、計画修繕工事及び設備改修工事等
の修繕の時期、箇所、費用及び工事施工者等や、設備の保守点検、建築基準法
第１２条第１項及び第２項の特殊建築物等の定期調査報告及び建築設備（昇降
機を含む。）の定期検査報告、消防法第８条の２の２の防火対象物定期点検報
告等の法定点検など、維持管理の情報であり、整理して後に参照できるよう管
理しておくことが今後の修繕等を適切に実施するために有効な情報である。 
⑦ 建替え等により消滅する管理組合は、管理費、団地修繕積立金や各棟修繕積
立金等の残余財産を清算する必要がある。なお、清算の方法については、各マ
ンションの実態に応じて規定を整備しておくことが望ましい。 

 
第35条関係 
 第三者に委託する場合は、マンション標準管理委託契約書を参考とする。 

 
第35条及び第36条関係 
① マンションは一つの建物を多くの人が区分して所有するという形態ゆえ、利
用形態の混在による権利・利用関係の複雑さ、建物構造上の技術的判断の難し
さなどを踏まえ、建物を維持していく上で区分所有者間の合意形成を進めるこ
とが必要である。 
 このような中で、マンションを適切に維持、管理していくためには、法律や
建築技術等の専門的知識が必要となることから、管理組合は、マンション管理
業者等第三者に管理事務を委託したり、マンション管理士その他マンション管
理に関する各分野の専門的知識を有する者に対し、管理組合の運営その他マン
ションの管理に関し、相談したり、助言、指導その他の援助を求めたりするな
ど、専門的分野にも適切に対応しつつ、マンション管理を適正に進めることが
求められる。 
② 管理組合が支援を受けることが有用な専門的知識を有する者としては、マン
ション管理士のほか、マンションの権利・利用関係や建築技術に関する専門家
である、弁護士、司法書士、建築士、行政書士、公認会計士、税理士等の国家
資格取得者や、区分所有管理士、マンションリフォームマネジャー等の民間資
格取得者などが考えられる。 
③ 専門的知識を有する者の活用の具体例としては、管理組合は、専門的知識を
有する者に、管理規約改正原案の作成、管理組合における合意形成の調整に対
する援助、建物や設備の劣化診断、安全性診断の実施の必要性についての助言、
診断項目、内容の整理等を依頼することが考えられる。 

 
第37条関係 
① 理事の員数については次のとおりとする。 
１ おおむね１０～１５戸につき１名選出するものとする。 
２ 員数の範囲は、最低３名程度、最高２０名程度とし、○～○名という枠に
より定めることもできる。 

② 各棟から、役員を１名以上選出することが望ましい。 
③ ２００戸を超え、役員数が２０名を超えるような大規模団地では、理事会の
みで、実質的検討を行うのが難しくなるので、理事会の中に部会を設け、各部
会に理事会の業務を分担して、実質的な検討を行うような、複層的な組織構成、
役員の体制を検討する必要がある。 
 この場合、理事会の運営方針を決めるため、理事長、副理事長（各部の部長
と兼任するような組織構成が望ましい。）による幹部会を設けることも有効で
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ある。なお、理事会運営細則を別途定め、部会を設ける場合は、理事会の決議
事項につき決定するのは、あくまで、理事全員による理事会であることを明確
にする必要がある。 
④ 役員の選任方法は、一般的に合理的であると考えられる方法、例えば各棟の
戸数、面積に比例してあらかじめ員数を割り当てる方法等、団地内の区分所有
者の意向を公平に反映するような方法について配慮する必要がある。 

⑤  法人が区分所有する専有部分があるマンションにおいては、当該専有部分を
どのように利用している場合に、第２項の「現に居住する組合員」が存在する
とみなして法人関係者から役員になることを認めるか、法人関係者が役員にな
る場合には、管理組合役員の任務に当たることを当該法人の職務命令として受
けた者に限定する等どのような資格を有する者が実際に役員業務を行うことが
できるかについて、あらかじめ規約や細則に定めておくことが望ましい。 

 
第38条関係 
① 役員の任期については、組合の実情に応じて１～２年で設定することとし、
選任に当たってはその就任日及び任期の期限を明確にする。 

② 業務の継続性を重視すれば、役員は半数改選とするのも良い。この場合には、
役員の任期は２年とする。 

③ 役員が転出、死亡その他の事情により任期途中で欠けた場合、補欠の役員を
理事会の決議で選任することができると、規約に規定することもできる。 

 
第40条関係 
 例えば植栽による日照障害などの日常生活のトラブルの対応において、日照
障害における植栽の伐採などの重要な問題に関しては総会の決議により決定す
ることが望ましい。 

 
第44条関係 
（第５項関係） 
 団地総会において、議長を選任する旨の定めをすることもできる。 

 
第45条関係 
① 会議の目的が建替え承認決議又は一括建替え決議である団地総会を招集する
に当たっては、決議時の議決権割合が、それぞれ第４９条第４項又は同条第７
項に定めるように、第４８条第１項の定めとは異なることを事前に周知するこ
とが重要である。 

（第３項、第８項関係） 
② 所定の掲示場所は建物内の見やすい場所に設けるものとする。以下同じ。 
 
第46条関係 
① 電磁的方法による議決権行使の具体例には、電子メールの送信やウェブサイ
ト（ホームページ）への書込みの利用、フロッピーディスクやCD-ROMの交付
による方法等がある。 
② 電磁的方法の一部のみ利用可能な管理組合は、電磁的方法の利用状況に応じ
た規約を制定することが望ましい。例えば、電子メールの送受信やウェブサイ
ト（ホームページ）への書込みは利用できないが、フロッピーディスクに記録
されている内容の読込み及び表示は可能な場合、第４６条において（イ）を選
択した上で第４６条第４項第一号は規定しないことが望ましい。 
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第47条関係 
 理事会が必要と認める者の例としては、マンション管理業者、管理員、マン
ション管理士等がある。 

 
第48条関係 
① 議決権については、土地の共有持分の割合、あるいはそれを基礎としつつ賛
否を算定しやすい数字に直した割合によることが適当である。 

② 各住戸の面積があまり異ならない場合は、住戸１戸につき各１個の議決権に
より対応することも可能である。 
 また、住戸の数を基準とする議決権と専有面積を基準とする議決権を併用す
ることにより対応することも可能である。 
③ 特定の者について利害関係が及ぶような事項を決議する場合には、その特定
の少数者の意見が反映されるよう留意する。 

④ 書面による議決権の行使とは、総会には出席しないで、総会の開催前に議案
についての賛否を記載した書面を総会の招集者に提出することである。他方、
代理人よる議決権の行使とは、組合員本人から授権を受けた代理人が総会に出
席して議決権を行使することである。 
 なお、組合員は、代理人により議決権を行使する場合は、第４８条第５項に
規定する者の中で、誰を代理人とするかについて主体的に決定することが望ま
れる。 

 
第49条関係 
① 第２項は、議長を含む出席組合員（書面又は代理人によって議決権を行使す
る者を含む。）の議決権の過半数で決議し、過半数の賛成を得られなかった議
事は否決とすることを意味するものである。 

② 特に慎重を期すべき事項を特別の決議によるものとした。あとの事項は、会
議運営の一般原則である多数決によるものとした。 

③ 区分所有法では、共用部分の変更に関し、区分所有者及び議決権の各４分の
３以上の多数による集会の決議（特別多数決議）で決することを原則としつつ、
その形状又は効用の著しい変更を伴わない共用部分の変更については区分所有
者及び議決権の各過半数によることとしている。 

 建物の維持・保全に関して、区分所有者は協力してその実施に努めるべきであ
ることを踏まえ、機動的な実施を可能とするこの区分所有法の規定を、標準管
理規約上も確認的に規定したのが第４９条第３項第二号である。 

④ 第１項に基づき議決権総数の半数を有する組合員が出席する総会において、
第２項に基づき出席組合員の議決権の過半数で決議（普通決議）される事項は、
総組合員の議決権総数の４分の１の賛成により決議されることにかんがみ、例
えば、大規模修繕工事のように多額の費用を要する事項については、総組合員
数及び議決権総数の過半数で、又は議決権総数の過半数で決する旨規約に定め
ることもできる。 

⑤ このような規定の下で、各工事に必要な団地総会の決議に関しては、例えば
次のように考えられる。ただし、基本的には各工事の具体的内容に基づく個別
の判断によることとなる。 
ア）バリアフリー化の工事に関し、建物の基本的構造部分を取り壊す等の加工
を伴わずに階段にスロープを併設し、手すりを追加する工事は普通決議によ
り、階段室部分を改造したり、建物の外壁に新たに外付けしたりして、エレ
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ベーターを新たに設置する工事は特別多数決議により実施可能と考えられる。 
イ）耐震改修工事に関し、柱やはりに炭素繊維シートや鉄板を巻き付けて補修
する工事や、構造躯体に壁や筋かいなどの耐震部材を設置する工事で基本的
構造部分への加工が小さいものは普通決議により実施可能と考えられる。 

ウ）防犯化工事に関し、オートロック設備を設置する際、配線を、空き管路内
に通したり、建物の外周に敷設したりするなど共用部分の加工の程度が小さ
い場合の工事や、防犯カメラ、防犯灯の設置工事は普通決議により、実施可
能と考えられる。 

エ）ＩＴ化工事に関し、光ファイバー・ケーブルの敷設工事を実施する場合、
その工事が既存のパイプスペースを利用するなど共用部分の形状に変更を加
えることなく実施できる場合や、新たに光ファイバー・ケーブルを通すため
に、外壁、耐力壁等に工事を加え、その形状を変更するような場合でも、建
物の躯体部分に相当程度の加工を要するものではなく、外観を見苦しくない
状態に復元するのであれば、普通決議により実施可能と考えられる。 

オ）計画修繕工事に関し、鉄部塗装工事、外壁補修工事、屋上等防水工事、給
水管更生・更新工事、照明設備、共聴設備、消防用設備、エレベーター設備
の更新工事は普通決議で実施可能と考えられる。 

カ）その他、集会室、駐車場、駐輪場の増改築工事などで、大規模なものや著
しい加工を伴うものは特別多数決議により、窓枠、窓ガラス、玄関扉等の一
斉交換工事、既に不要となったダストボックスや高置水槽等の撤去工事は普
通決議により、実施可能と考えられる。 

⑥ 建替え決議及び一括建替え決議の賛否は、売渡し請求の相手方になるかなら
ないかに関係することから、賛成者、反対者が明確にわかるよう決議すること
が必要である。 

 
第50条関係 
 規約の変更の際には以下の点に留意する必要がある。 
１ 団地内の棟が数期に分けて分譲され、新たに分譲された棟が従前の棟とそ
の敷地等が同じ共有関係にある場合には、団地全体で管理する対象を再度決
める必要があり、この場合は、従前の棟も含めた各棟の棟総会で、それぞれ
各棟の区分所有者及び議決権の各４分の３以上で決議し、かつ団地総会で、
団地建物所有者及び議決権の各４分の３以上で決議し、団地の規約に位置づ
ける。 
２ 団地全体で管理することとしていた棟の管理を各棟で管理することにする
場合は、団地総会で、団地建物所有者及び議決権の各４分の３以上で決議し、
団地の規約を変更した上で、各棟でその棟の管理のための規約を制定する。 
３ 団地全体で管理する対象の管理の方法について変更する場合は、団地総会
で、団地建物所有者及び議決権の各４分の３以上で決議し、団地の規約を変
更する。 

 
第51条関係 
① 第３項の「利害関係人」とは、土地、専有部分に対する担保権者、差押え債
権者、賃借人、組合員からの媒介の依頼を受けた宅地建物取引業者等法律上の
利害関係がある者をいい、単に事実上利益や不利益を受けたりする者、親族関
係にあるだけの者等は対象とはならない。 

② 電磁的記録の具体例には、磁気ディスク、磁気テープ、フロッピーディスク
等のような磁気的方式によるもの、ICカード、ICメモリー等のような電子的方
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式によるもの、CD-ROMのような光学的方式によるものなどによって調製する
ファイルに情報を記録したものがある。 

③ 電子署名及び認証業務に関する法律第２条第１項の電子署名とは、電磁的記
録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができな
い方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるも
の）に記録することができる情報について行われる措置であって、次のア）及
びイ）のいずれにも該当するものである。 
ア）当該情報が当該措置を行ったものの作成に係るものであることを示すため
のものであること。 

イ）当該情報について改変が行われていないかどうかを確認することができる
ものであること。 

 
第55条関係 
 理事に事故があり、理事会に出席できない場合は、その配偶者又は一親等の
親族に限り、代理出席を認める旨を規約に定めることもできる。 

 
第57条関係 
① 専門委員会の検討対象が理事会の責任と権限を越える事項である場合や、理
事会活動に認められている経費以上の費用が専門委員会の検討に必要となる場
合、運営細則の制定が必要な場合等は、専門委員会の設置に団地総会の決議が
必要となる。 

②  専門委員会は、検討対象に関心が強い組合員を中心に構成されるものである。
必要に応じ検討対象に関する専門的知識を有する者（組合員以外も含む。）の
参加を求めることもできる。 

 
第62条関係 
① 管理費等に関し、組合員が各自開設する預金口座から自動振替の方法により
管理組合の口座に受け入れる旨を規定する第１項の規定は、原則方式又は支払
一任代行方式（いずれも、集金代行会社委託等を除く。）を前提とした規定で
あり、集金代行会社委託等による原則方式又は支払一任代行方式や、収納代行
方式をとる場合にはその実状にあった規定とする必要がある。 
② 督促及び徴収に要する費用とは、次のような費用である。 
ア）配達証明付内容証明郵便による督促は、郵便代の実費及び事務手数料  
イ）支払督促申立その他の法的措置については、それに伴う印紙代、予納切手代、
その他の実費 

ウ）その他督促及び徴収に要した費用 
 
第66条関係 
① 作成、保管すべき帳票類としては、第６６条に規定するものの他、領収書や
請求書、管理委託契約書、修繕工事請負契約書、駐車場使用契約書、保険証券
などがある。 
② 組合員名簿の閲覧に際しては、組合員のプライバシーに留意する必要がある。 
 
第67条関係 
  共有持分割合と団地修繕積立金等の負担割合が大きく異なる場合は負担割合
に応じた清算とするなど、マンションの実態に応じて衡平な清算の規定を定め
ることが望ましい。 
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第68条関係 
① この団地型標準管理規約では、区分所有法で各棟ごとに適用されることとな
っている事項についても、一覧性を確保する観点から、各棟固有の事項につい
て意思決定を行うことが必要になった場合の棟総会について、本条から第７５
条において規定したものである。 
 なお、第６９条及び第７４条については、団地総会に関する第45条関係及び第
51条関係のコメントを参考にする。 
② 棟総会に関する管理規約の変更は、棟総会のみで議決できる。各棟によって
棟総会に関する管理規約に差異が生じた場合は、第８章を団地管理規約から分
離し、各棟の規約を別に定めることが望ましい。 

③ 各棟においては、日常的な管理は行わず、管理者は選任しないことから、棟
総会は、区分所有法第３４条第５項の規定に基づき、招集することとしている。 

④ 事前に棟総会を招集する場合の世話人的な役割の人を決めておくことが望ま
しい。世話人は、当該棟より選任された団地管理組合の役員が兼ねることも考
えられるし、理事とは別の区分所有者に定めることも考えられる。 

 
第71条関係 
① 棟総会における議決権については、棟の共用部分の共有持分の割合、あるい
はそれを基礎としつつ賛否を算定しやすい数字に直した割合によることが適当
である。 

② 各住戸の面積があまり異ならない場合には、住戸１戸につき各１個の議決権
により対応することも可能である。 
 また、住戸の数を基準とする議決権と専有面積を基準とする議決権を併用す
ることにより対応することも可能である。 

③  特定の者について利害関係が及ぶような事項を決議する場合には、その特定
の少数者の意見が反映されるよう留意する。 

 
第72条関係 
① 棟総会の議決事項については、団地総会の議決事項とすることはできない。 
② 棟総会の議決事項は、団地全体や他の棟に影響を及ぼすことも考えられるの
で、計画段階において他の棟の意見を取り入れるといった方法や棟総会で決定
する前に理事会又は団地総会等に報告するといった方法で、団地全体の理解を
得る努力をすることが適当である。 

③ 各棟修繕積立金の取崩しは、基本的に、団地総会の決議を経なければならな
いと規定している（第５０条第六号及び第七号）が、各棟の建替えに係る合意
形成に必要となる事項の調査の実施経費に充当するための取崩しのみは、団地
総会の決議ではなく、棟総会の決議を経なければならないと規定している。 

 
第76条関係 
 区分所有法第５７条から第６０条までの規定は、団地関係に準用されていな
いことから、これらの措置は各棟ごとに実施することとなる。棟総会を招集す
る場合（コメント第68条関係④参照）と同様に、義務違反者に対する措置を実
施する場合についても、世話人的な役割の人を決めておくことが望ましい。 

 
第79条関係 
① 分譲会社が締結した協定は、管理組合が再協定するか､附則で承認する旨規



 - 18 - 

定するか、いずれかとする。 
② 協定書は規約に添付することとする。 
③ ここでいう協定としては、公園、通路、目隠し、共同アンテナ、電気室等の
使用等を想定している。 

 
第80条関係 
 細則は他に、役員選出方法、管理事務の委託業者の選定方法、文書保存等に
関するものが考えられる。 

 
第82条関係 
 団地建物所有者全員が記名押印した規約がない場合には、分譲時の規約案及
び分譲時の団地建物所有者全員の規約案に対する同意を証する書面又は初めて
規約を設定した際の団地総会の議事録が、規約原本の機能を果たすこととなる。 

 
附則全般関係 
① 新規分譲において、分譲会社等が原始規約案を作成する際の参考とする場合
は、附則第１条の次に以下のような附則を規定することが考えられる。 
 （管理組合の成立） 
第２条 管理組合は、平成○年○月○日に成立したものとする。 
 （初代役員） 
第３条 第３７条にかかわらず理事○名、監事○名とし、理事長、副理事長、
会計担当理事、理事及び監事の氏名は別に定めるとおりとする。 
２ 前項の役員の任期は、第３８条第１項にかかわらず平成○年○月○日まで
とする。 
 （管理費等） 
第４条 各団地建物所有者の負担する管理費等は、団地総会においてその額が
決定されるまでは、第２５条第２項に規定する方法により算出された別に定
める額とする。 
 （経過措置） 
第５条 この規約の効力が発生する日以前に、団地建物所有者が○○会社との
間で締結した駐車場使用契約は、この規約の効力が発生する日において管
理組合と締結したものとみなす。  

② ①に記載するもののほか、初年度の予算及び事業計画等に関しても必要に応
じて附則で特例を設けるものとする。 
③ 新規分譲において、分譲会社等が原始規約案を作成する際の参考とする場合
は、次の点に留意する。 
ア）規約の効力発生時点は、最初に住戸の引渡しがあった時とする。また、管
理組合の成立年月日も、規約の効力発生時点と同じく、最初に住戸の引渡し
があった時とする。 

イ）役員の任期については、団地建物所有者が自立的に役員を選任することが
できるようになるまでとする。 

ウ）入居後直ちに開催する団地総会で抽選で駐車場の使用者を決定する場合に
は、附則第５条は、不要である。 

 
別表第１関係 
 所在地が登記簿上の所在地と住居表示で異なる場合は、両方を記載すること。 
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別表第２関係 
① ここでいう共用部分には、団地共用部分のみならず、法定共用部分も含む。 
② 区分所有建物とは独立して管理事務所等が存在するのではなく、区分所有建
物内に管理事務室等を設ける場合は、当該部分は区分所有法上は専有部分の対
象となるものであるが、団地建物所有者の共通の利益のために設置されるもの
であるから、これを規約により団地共用部分とすることができる。 

③ 一部の団地建物所有者又は一部の区分所有者のみの共有とする共用部分があ
れば、その旨も記載する。 


